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1　緒　言

　東日本大震災は、地震の直接的な被害と巨大津波による

被害に加えて、東京電力福島第一原子力発電所事故（以下、

原発事故と記す）の発生により、未曽有の大災害となった。

とりわけ福島県にとっては、飛散した放射性物質によって、

15 万人を超える県民が住み慣れた家を追われ、生活を破壊

されたのみならず、地震と津波による被害が比較的少なかっ

た地域にまで深刻な影響を与えている。本論文では、地震・

津波・原発事故という複合災害が福島県農業に与えた被害

について、震災発生年の青果物の出荷・流通段階を中心と

して記述する。

2　地震・津波・原発事故による福島県の被害

　予め、震災前の福島県農業について概観すると、福島県

における農業産出額は 2,450 億円（2009 年）であり，これ

は全国 11 位の規模である。品目ごとにみるとコメは出荷量

が全国 4 位であり、農業産出額の 4 割近くを占めている。

また、青果物の具体的な品目においてはキュウリやトマト

といった果菜類とモモやリンゴといった落葉果樹の産地で

ある。

　福島県農業が受けた地震と津波の影響について述べる。

最大震度は 5 弱〜 6 強に達し、沿岸部では津波により農地

5,991ha が冠水した。この面積は耕地面積全体のおよそ 4%、

沿岸部に限ればおよそ 20% に及んでいる。また、内陸部で

もため池の決壊や水路が破壊される被害が出ている。

　原発事故による被害には、出荷の停止と生産物の忌避と

がある。このうち、出荷の停止は、住民の避難等により作

付が中断しているものと、栽培は行われているが出荷が停

止あるいは自粛されたものであり、生産物の忌避は、出荷

停止ではないが流通段階で取引の拒否や価格の下落があっ

たもの、消費段階で店頭において避けられたものとがある。

また、原発事故による直接の被害とは別に、放射性物質の

検査には莫大な人的・物的資源が割かれていることも強調

しておく必要がある。

3　青果物における影響

⑴　取引状況の推移

　2011 年 3 月の事故直後から 12 月までの福島県産青果物

の取引状況の推移を図 1 に示した。データはＪＡ全農福島

が取り扱った野菜および果実の取引数量及び金額であり、

2010 年産に対する比で示している。

　原発事故直後については、交通・輸送インフラの寸断、

産地が被災したことによる出荷不能、原乳・カキナ・ホウ

レンソウからの放射性物質の検出に端を発した出荷制限と

買い控えにより、混乱した状態であった。これは 4 月まで

の野菜における取引数量と金額の減少に表れている。なお、

果実については、福島県はモモ、ナシ、リンゴといった落

葉果樹を主な出荷品目としているため、春季のデータは参

考程度とされたい。

　5 月以降は出荷制限の解除が進み、福島県の主な出荷品目

であるキュウリ・トマト・インゲン等夏野菜の出荷時期と

も重なって、落ち着きを取り戻しつつあった。一方、モモ

が出荷盛期を迎える 8 月に果実において取引数量が前年比

160% を超える異常な事態となった。8 月に果実の取引数量

が突出しているのは、モモの市場出荷が激増したためであ

る。なお、8 月の金額については前年比 80％であったが、8

月以降の果実の金額については、ナシの単価安によって金

額は低い水準で推移している。

　12 月は果実・野菜の取引数量・金額とも大きく減少して

おり、とりわけ果実の金額は前年比 40％を切る水準である。

これはカキから放射性物質が検出され冬季の代表的な出荷

品目である特産のあんぽ柿の出荷ができなくなったためと、

野菜については避難区域を中心に生産されていたダイコン

の出荷がなかったことによるものと考えられる。
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⑵　モモの事例

　モモは福島県が全国 2 位の出荷量であり、県の農業産出

額の 3.8%（2009 年）を占める福島県にとって主要な農産物

である。県北地方を中心に栽培されており、多くはリンゴ

等との樹種複合経営である。品種は最も多く作付される「あ

かつき」が生産量の 46% を占めており、8 月上旬から中旬が

出荷のピークとなる。そのほかには「日川白鳳」「川中島白桃」

「ゆうぞら」といった品種が多く栽培されている。販売先に

ついては、共選場へ出荷される割合はおよそ半分であり、

贈答用の直接販売が多いことが特徴である。モモの販売価

格については、平均的な単価は 5kg 当たり 2,460 円であり、

贈答用を含む直接販売の場合はおよそ 3,000 から 5,000 円

程度で販売されている。生産費用は 5kg 当たり 1,112 円で

あり、うち包装資材費や出荷販売手数料からなる販売経費

が 45%、防除にかかる農薬費と機械費が 25% を占める（価格

と費用については「平成 22 年度福島県経営指標」（非公表）

におけるモモ（あかつき）とリンゴ（ふじ）の樹種複合経

営モデルに基づく）。

　2011 年における福島県産のモモについては、平年とは全

く異なる取引状況であった。

　卸売市場におけるモモの取引についてであるが、他県産

のモモと比較するため、東京都中央卸売市場における卸売

数量及び価格について、福島県の出荷量が増える 8 月の取

引に注目する。2008 年から 2011 年の 8 月における福島県と

通年の生産量では全国 1 位である山梨県の数字を示したも

のが図 2 である。2008 年から 2010 年までは、どちらの県も

数量に大きな変動はなく、価格は一定の価格差を持って上

昇傾向であったと言える。

　2011 年においては、過去 3 年間に比べて福島県の卸売数

量が著しく増加し、価格が著しく低下している。一方、山

梨県は価格、数量とも変化が小さく、数量の増加と価格の

暴落が相場全体に起きたものでないことを示唆している。
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　2011 年 8 月に系統へ出荷された福島県産のモモについて、

旬別に示したものが表 1 である。データはＪＡ全農福島が

取り扱ったモモの数量及び価格であり、市場出荷されたも

のを反映しているものである。8 月上旬は数量は前年よりや

や多い程度であったが、価格は前年比 69% の 1,497 円と生

産費用をやや上回る程度の水準であった。その後、8 月中旬

から下旬にかけ、数量が前年比164%から258%と高い一方で、

5kg 当たりの価格は 800 円台と通常ではありえない低い水準

である。

　こうした市場取引における価格と数量の変動をもたらし

た要因を分析するため、生産者段階での出荷先を調査した。

調査対象はＪＡ新ふくしまのモモ専門部会員であり、実施

時期は 2012 年 2 月である。販売先について、系統出荷、直

接販売、直売所、加工の選択肢を用意し、2011 年と 2010 年

までについて、自らの経営におけるそれぞれの割合を質問

した結果を図 3 に示す。2010 年までには、贈答向けを主と

する直接販売のウェイトが大きく、系統出荷は半数程度で

あったが、2011 年にはこの割合が大きく変化し、系統出荷

が増加し、直接販売が減少した。図 2 における卸売市場の

数量及び表 1 における系統の取り扱い数量の増加は、生産

者が出荷先を系統にシフトしたことに起因することが調査

から裏付けられた。

　これまでは系統から卸売市場の量的なデータを見てきた

が、ここで、表2に2011年8月に実施した生産者、観光果樹園、

卸売業者を対象とした聞き取り調査の結果を示す。聞き取

り調査の結果から、贈答用の直接販売の注文が激減してい

ること、また、共選場の稼働率が平年の 1.4 〜 1.5 倍に膨

らんでいること、価格が採算割れの水準であることが明ら

かになっている。さらに、聞き取り調査を実施したいずれ

の対象からも、2011 年 7 月 8 日に牛肉から放射性セシウム

が検出されたことがきっかけとなって取引状況が大きく変

わったことが指摘されている。なお、この牛肉からの放射

性セシウムとモモの直接販売が減少していることの関係は、

報道においても指摘されている（福島民報「果物　風評被

害が深刻化」2011 年 9 月 4 日付）。

4　結語

　震災発生年において、福島県産農産物は作付の制限や買

い控えによって甚大な被害を受けた。

　出荷制限の解除が進む中で、福島県にとって冬季の主要

な品目である特産のあんぽ柿はカキからの放射性物質の検

出による生産自粛となり、同様にダイコンは避難区域を中

心に作付されていたため、作付が中断している。このように、

出荷ができないために市場から福島県産が姿を消した品目

がある。また、本論文は青果物を中心に論じてきたが、福

島県の農業産出額の4割を占めるコメについても地域によっ

ては作付制限が行われており、原発事故の経済的被害が拡

大している。

　一方、出荷が行われている品目においては、流通業者や

消費者による買い控えが発生している。とりわけ、福島県

の主要な品目であるモモについては、放射性セシウムが牛

肉から検出されるというタイミングが出荷盛期と重なり、
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贈答用の直接販売が減少したために系統出荷が増加し、買

い控えも重なって採算割れの水準となった。福島県のモモ

流通の一定量を占めていた直接販売が止まってしまった理

由は、消費者の放射性物質に対する不安に基づく買い控え

によるものであり、市場価格の低下は、数量が増加したこ

とと、流通業者が価格を低く設定したことにも起因すると

考えられる。

　モモについては、暫定規制値を上回る放射性物質は検出

されておらず、出荷停止にもなっていない。モモにおける

贈答向け直接販売は、生産者と消費者の顔の見える関係に

よって長い年月を積み重ねてきた取引関係である。原発事

故がもたらしたのは系統に出荷が集中したことによる価格

の下落だけでなく、長く続いた生産者と消費者のつながり

が断ち切られたという事実である。放射性物質に関する玉

石混交の情報がマスコミやインターネットを通じて流され、

暫定規制値という基準への信頼性が揺らいでいるなか、消

費者は福島のモモを贈らないことを選択した。本論文は、

震災発生年に福島県農業に起きた事実を記述することを目

的としているが、分析の結果は、生産者・生産者団体・行

政といった農産物の送り手にとって、消費者に対するコミュ

ニケーションのあり方に示唆を与えるものと考えられる。

  

謝　辞

　貴重なデータを提供していただいたＪＡ全農福島園芸部

に謝意を表します。

付　記

　本論文は、半杭 1)、半杭ら 2) に加筆修正を行ったもので

ある。また、本論文には、公益財団法人浦上食品・食文化

振興財団の研究助成により実施したものの一部が含まれて

いる。

引用文献

1) 半杭真一 . 2012. 東日本大震災と原子力発電所事故が福島県農

業に与えた影響 : 流通・消費段階を中心として．農業経営研究 

49(4)：93-96. 

2) 半杭真一・新妻俊栄・小松知未 . 2013. 放射性物質に対する流

通及び消費段階における回避行動と被災地産農産物の長期的な販

売方策．浦上財団研究報告書　20：153-165.

東日本大震災と原子力発電所事故が福島県農業にもたらした被害


